
















































て、文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの」（ 2 条 1 項 1 号）と定





















































（ 1 ） 小林尋次「再刊　現行著作権法の立法理由と解釈」44頁。
（ 2 ） 萼優美「条解著作権」53頁　山本桂一「著作権法」199頁注（ 3 ）は、道路も建築
の著作物になるという萼の見解について、「そのためには、放射状道路か何か、特別に
美術的なものでなければなるまい。」と述べている。
（ 3 ） 山本桂一上掲（ 2 ）198頁。
（ 4 ） 福島地決平成 3 ・ 4 ・ 9 「シノブ設計図事件」知的裁集23巻 1 号228頁。
（ 5 ） 大阪高判平成16・ 9 ・29「グルニエ・ダイン事件控訴審」判例集未登載。
（ 6 ） 加戸守行「著作権法逐条講義　六訂新版」123頁。
（ 7 ） 中山信弘「著作権法　第 2 版」94頁。


















　ドイツでは、1907年 1 月 9 日の「造形美術及び写真に関する著作権法」
（Gesetz betreffend das Urheberrecht an der bildenden Kunst und der 
Photographie / 以下ではKUGと記す）が、建築の著作物をはじめて保護の
対象としている。同法 2 条は、「 1 、美術産業の成果物（Erzeugnisse des 
Kunstgewerbes）は、造形美術の著作物に帰属する。そのことは美術上の


























した見解は少ないとされるが、複数の文献が引用しているのは1910年 1  月
25 日のRGSt（大審院刑事部）市庁舎事件判決である。この事案では、新し









































　本判決の主たる争点は、独身寮がKUG 2 条 1 項によって保護される建築
の著作物であるか否かである。BGHは、この点について、おおよそ 7 つの











（ⅰ）KUG 2 条 1 項の制定経緯










































（ⅱ ）KUG 2 条 1 項の「美術上の目的を追求する限りで」という文言の解
釈












































































（12） Bauwerkの語は多義的である。KUG 2 条 1 項のBauwerk（建築の著作物）と現行
著作権法 2 条 2 項 4 号のWerk der Baukunst（建築美術の著作物）は同じ意味である
が、現行著作権法59条 1 項 2 文（公共の場における権利制限）におけるBauwerkは建築
物（Gebaeude）を意味するとされる。本稿では、Bauwerkの訳を文脈によって使い分
けている。Vgl. Jestaedt, Die Zulaessigkeit der Aenderung von Werken der Baukunst 




（14） Marwitz/Osterrieth/ Marwitz, Das Kunstschutzgesetz, S. 43ff.
（15） Marwitz, a. a. O. （14） S. 44f.
（16） RGSt 43,196
（17） Jestaedt, a. a.O. （12） S. 14f.
（18） Ulmer, Urheber- und Verlagsrecht, 3. Auﬂ. S. 146ff. , v. Gamm, Urheberrechts-
gesetz, § 2  Rn. 21, Jestaedt, a. a. O. （12） S.14f.など。
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（19） RGSt 43,196/199
（20） MDR, 1949, S.563ff.
（21） Ulmer, a.a.O. （18） S.147f.






神的な創作物（persoenliche,geistige Schoepfungen）であること」（ 2 条 2
項）と定めている。そして、著作物の例示に、「造形美術の著作物（Werke 
der bildenden Kuenste）。建築美術及び応用美術の著作物並びにそれらの著
作物の原図（Entwuerfe）を含む。」（ 2 条 1 項 4 号）と「線画、設計図、地図、
素描、図表及び立体的描写のような学術的又は技術的性質の描写

































また、 2 条 1 項 7 号の「線画、設計図、地図、素描、図表及び立体的描写の
ような学術的又は技術的性質の描写）」によっても保護される。大半の設計
図は両方の規定の保護を受けるが、 2 条 1 項 7 号だけの保護を受ける設計図
として、例えば「全く美術性を有しない建築物の独創的な描写」が挙げられ
ている。注目されることは、 2 条 1 項 4 号の保護の客体は「設計図に表現さ
れた建築の著作物」であるが、 2 条 1 項 7 号の保護の客体は「描写」そのも






























































































































































































































































なるとされる。Schack, Urheber-und Urhebervertragsrecht, 6Auﬂ. Rn229
（25）  応用美術の語に揃えたことについては、Ulmer a. a. O. （18） S. 146f. を参照。KUG
に「建築美術の著作物」の語が用いられなかった経緯は、本稿Ⅱ⊖ 2 を参照。
（26） Ulmer, a. a. O. （18） S. 147f.
（27） Dokumentation zur deutschen Urheberrechtsreform, UFITA Bd.45, 1965/ Ⅲ, S. 
251f.　立法理由書は、1901年LUG（「文芸及び音楽に関する著作権法」） 1 条 1 項 1 号
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の「講演（Rede）」に付されていた文言（「修養、教育、娯楽に資する」）と同法 1 条 1
項 3 号の「無言劇の著作物」に付されていた文言（「舞台の進行が文書その他の方法で
固定されている」）も同様の理由から取り除いたと記している。
（28） 建築美術の著作物と認定されると、追求権の適用除外（26条 8 項）、建築の著作物
の模造に関する規定（53条 7 項）、公共の場所における建築の著作物の複製に関する規
定（59条 1 ， 2 項）等が適用されることになる。
（29） 設計図は非常に多くの人々の手元を移動するので、実務的にきわめて重要な役割を
担っているとされる。Loewenheim/Schricker/Loewenheim, Urheberrecht, 4. Auﬂ.§2, 
Rn. 157, Binder, Urheberrecht fuer Architekten und Ingenieure, S, 37f.
（30） Dreier/Schulze/Schulze,UrhG 4. Aufl. §2 Rn.187,　Wandtke/Bullinger /
Bullinger, UrhG 4Auﬂ. §2 Rn. 111
（31） Rehbinder, Urheberrecht 10. Auﬂ. Rn. 138
（32） 日向野上掲（10）　64頁。
（33） 日 向 野 上 掲（10）　64 頁。Vgl. Loewenheim, a. a. O. （29）§ 2  Rn. 157, 199, 
Dreier, 2. 2. O. （30）§ 2  Rn. 223




（36） 連邦通常裁判所1987年12月10日判決　BGH GRUR, 1988, 533
（37） Binderは、この判決は建築家がよく依頼される仕事（ここでは家庭用住居の原図）
であることも、既知の造形要素を用いている事実も著作物性の認定には妨げにならない
ことを示唆しており注目されると述べている。Binder a. a. O. （29） S. 48f.
（38） 連邦通常裁判所2010年 5 月12日判決　BGH GRUR, 2011, 59
（39） Schack, a. a. O. （24） Rn. 229, Loewenheim, a. a. O. （29） §2, Rn. 151, Bullinger, a. 
a. O. （30） §2, Rn. 108, v. Gamm a. a. O. （18） §2, Rn. 21, Rehbinder （31） Rn. 137 
（40）  Schack, a. a. O. （24） Rn. 230, Loewenheim, a. a. O. （29） §2, Rn. 152, Bullinger, a. 
a. O. （30） §2, Rn. 111, Dreyer/Kotthoff/Meckel/Dreyer, Urheberrecht 3. Aufl.§2　
Rn. 235, Rehbinder （31） Rn. 137
（41） Schack, a. a. O. （24） Rn. 229, Loewenheim, a. a. O. （29） §2, Rn. 153, Rehbinder
（31） Rn. 137
（42） Loewenheim, a. a. O. （29） §2, Rn. 154, Fromm/Nordemann/Axel Nordemann, 
Urheberrecht, 11. Auﬂ. §2, Rn. 151
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（43） Schack, a. a. O. （24） §2, Rn. 229, Loewenheim, a. a. O. （29） §2, Rn. 154, 
Bullinger, a. a. O. （30） §2, Rn. 109, Dreier, a. a. O. （30） §2, Rn. 183 Dreyer, a. a. O. 
（40） §2, Rn. 236, Bullinger, a. a. O. （30）  §2, Rn. 109　ただし、v. Gammはこの 判
断基準に反対している。v. Gamm a. a. O. （18） §2, Rn. 21.
（44） Loewenheim, a. a. O. （29） §2, Rn. 151, v. Gamm a. a. O. （18） §2, Rn. 21
（45） Loewenheim, a. a. O. （29） §2, Rn. 154, Axel Nordemann, a. a. O. （42） §2 Rn. 
151, Bullinger, a. a. O. （30） §2, Rn. 109, Dreyer, a. a. O. （40） §2, Rn. 236
（46） Loewenheim, a. a. O. （29） §2, Rn. 154, v. Gamm a. a. O. （18） §2, Rn. 21
（47） Schack, a. a. O. （24） §2, Rn. 225, Loewenheim, a. a. O. （29） §2,  Rn. 154, 
Dreyer, a. a. O. （40） §2, Rn. 224
（48） BGH独身寮事件判決の示した判断基準である「美術の著作物の定義」は、少なく
とも上述のBGH判決については言及されていない。これらの判決が、建築物の著作物




もしれない。Vgl. Schack, a. a. O. （24） Rn. 225, Loewenheim, a. a. O. （29） §2, Rn. 
134, Erdmann, “Schutz der Kunst im Urheberrecht”, FS fuer v. Gamm, S. 390ff.
（49） 例えば、ホテルの外側の建築ライン（Bauaussenkante）の著作物性を否定した
BGHの建築ライン造形事件判決（BGH GRUR 1989, 416）などがある。
（50） Axel Nordemannは、建築物の著作物性の認定に関するドイツの裁判所の判断は、
画一的ではないがその多くは寛容であると指摘している。Axel Nordemann, a. a. O. 
（42）§2, Rn. 151
Ⅳ　おわりに
　建築物の著作物性に関するドイツBGH判決について、限られた範囲では
あるが検討を試みてきた。検討を通じて明らかになったことは、1957年
BGH独身寮事件判決の示した、建築物の著作物性の認定への積極的な姿勢
は、本稿で言及した近時のBGH判決については、確実に継承されている点
である。そして、BGHが、新たな対象（建築物の内部造形）や造形の余地
164
の少ない建築物（家庭用住居、防音壁）に着目し、新たな判断要素（建築物
の周囲の環境との調和）を加えて著作物性を判断する際には、著作物の要件
を具備する限り著作物として保護するという原則、すなわち、ドイツ著作権
法の著作物の要件である「個人的、精神的創作物であること」に必要な個性
が表現されている限り著作物として保護するという原則が、常に明確に貫か
れている点である。
　翻ってわが国における建築物の著作物性の認定についてみると、建築物の
著作物性を積極的に認定する姿勢を見出すことはおよそ難しい。「建築芸術」
「造形芸術」という高い創作性の要件を課す見解や、実用目的を有している
ことを理由に著作権法の保護の対象から除外する見解には、ドイツBGH判
決の示すような、著作物の要件を具備する限り著作物として保護するという
原則は、貫かれておらず、建築物の著作物性の認定への極めて消極的な姿勢
がみられるのである。
　しかし、わが国における建築物の著作物性の認定についても、著作物の要
件を具備する限り著作物として保護するという原則を尊重し、建築物の著作
物性をより積極的に認定するべきではないであろうか。建築物が著作権法に
よって積極的に保護されるとその利用が大幅に制約されるという指摘はある
が、造形の余地の少ない建築の著作物については、著作物と認定したうえで
その保護範囲を狭く解釈することを通じて、利用の制約に対する現実的な解
決をはかることは可能ではないであろうか。建築物の著作物性を、景観や環
境との調和という要素を加えて判断するドイツBGH判決には、創造的な文
化を発展させようとする確かな視点が含まれている。わが国においても、創
造的な文化の担い手である建築家の著作物を、他の著作物と同様に著作権法
を通じて保護することによって、豊かな建築文化が醸成されることを望みた
い。
（51）
（52）
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注
（51）中山上掲（ 7 ）94頁。
（52）渋谷上掲（ 8 ）37頁。
